
地域経済と雇用の担い手である中Jヽ企業に配慮を

令和2年度

税制改正に関する提言
全法連は9月 18日の理事会で、全法連税制委員会 (飯野光彦委員長)が取りまとめた「令和2年度

税制改正に関する提言」を決議した。10月以降、全法連は各政党のヒアリングに出席するほか、財務

省、総務省、国税庁、中小企業庁等に提言活動を実施する。各県連・単位会も地元選出の国会議員

や地方自治体首長などに対し提首を行うこととしている。

提
言
要
約

《
基
本
的
な
諜
題
》

Ｉ
一税
・財
政
改
革
の
あ
り
方

１

財
政
健
全
化
に
向
け
て

０
今
後
の
税
財
政
を
考
え
る
う
え
で
重
要

な
要
素
と
な
る
の
は
団
塊
の
世
代
の
動
向

で
あ
る
。
こ
の
世
代
の
先
頭
が
後
期
高
齢

者
入
り
す
る
の
は
２
０
２
２
年
で
あ
り
、

２
０
２
５
年
度
は
団
塊
の
世
代
す
べ
て
が

後
期
高
齢
者
に
達
す
る
年
で
あ
る
。
つ
ま

り
、
政
府
の
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス
黒

字
化
目
標
年
度
は
遅
す
ぎ
る
わ
け
で
、
本

来
な
ら
団
塊
の
世
代
の
先
頭
が
後
期
高
齢

者
入
り
す
る
前
に
黒
字
化
日
標
を
設
定
す

べ
き
で
あ
る
。

ω
今
般
の
消
費
税
率
１０
％
へ
の
引
き
上
げ

は
、
財
政
健
全
化
と
社
会
保
障
の
安
定

財
源
確
保
の
た
め
に
不
可
欠
だ
っ
た
。
税

率
引
き
上
げ
に
よ
る
悪
影
響
を
緩
和
す

る
等
の
環
境
整
備
は
必
要
だ
が
、
本
年

度
に
引
き
続
き
、
来
年
度
当
初
予
算
に

お
い
て
も
臨
時
　
特
別
の
措
置
を
講
じ

る
こ
と
と
し
て
い
る
。
し
か
し
、
そ
れ
が

バ
ラ
マ
キ
政
策
と
な
っ
て
は
な
ら
な
い
。

②
政
府
は
、
２
０
１
６
年
度
か
ら
１８
年
度

の
３
年
間
を
集
中
改
革
期
間
と
位
置
づ

け
、
政
策
経
費
の
増
加
額
を
１

・
６
兆

円

（社
会
保
障
費
１
　
５
兆
円
、
そ
の

他
０
　
１
兆
円
）
程
度
に
抑
制
す
る
目

安
を
達
成
し
た
。
２
０
１
９
年
度
か
ら

２‐
年
度
の
基
盤
強
化
期
間
に
つ
い
て
も
、

引
き
続
き
社
会
保
障
費
の
増
加
額
を
抑

制
す
る
目
安
を
示
し
、
改
革
に
取
り
組

む
必
要
が
あ
る
。

０
財
政
健
全
化
は
国
家
的
課
題
で
あ
り
、

歳
出
、
歳
入
の
一
体
的
改
革
に
よ
つ
て

進
め
る
こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
歳
入
で

は
安
易
に
税
の
自
然
増
収
を
前
提
と
す

る
こ
と
な
く
、
ま
た
歳
出
に
つ
い
て
は

聖
城
を
設
け
ず
に
分
野
別
の
具
体
的
な

削
減
の
方
策
と
工
程
表
を
明
示
し
、
着

実
に
改
革
を
実
行
す
る
よ
う
求
め
る
。

０
今
般
の
消
費
税
率
引
き
上
げ
に
伴
っ
て

本
年
１０
月
よ
り
軽
減
税
率
制
度
が
導
入

さ
れ
る
が
、
こ
れ
に
よ
る
減
収
分
に
つ

い
て
は
安
定
的
な
恒
久
財
源
を
確
保
す

る
べ
き
で
あ
る
。

Ｄ
国
債
の
信
認
が
揺
ら
い
た
場
合
、
長
期

金
利
の
急
上
昇
な
ど
金
融
資
本
市
場
に

多
大
な
影
響
を
与
え
、
成
長
を
阻
害
す

る
こ
と
が
考
え
ら
れ
る
。
政
府

・
日
銀

に
は
、
市
場
の
動
向
を
踏
ま
え
た
細
心

の
政
策
運
営
を
求
め
た
い
。

２
．
社
会
保
障
制
度
に
対
す
る

基
本
的
考
え
方

●
社
会
保
障
給
付
費
の
財
源
は
公
費
と
保

険
料
で
あ
る
。
適
正
な

「負
担
」
と
重
点

化

・
効
率
化
に
よ
る

「給
付
」
の
抑
制
を

可
能
な
限
り
実
行
し
な
い
と
、
持
続
可
能

な
社
会
保
障
制
度
の
構
築
も
財
政
の
健
全

化
も
実
現
で
き
な
い
。
と
り
わ
け
、
医
療

と
介
護
の
分
野
は
給
付
の
急
増
が
見
込
ま

れ
て
お
り
、
こ
こ
に
改
革
の
メ
ス
を
と
う

入
れ
る
か
が
重
要
に
な
る
。

●
超
高
齢
化
社
会
が
急
速
に
進
展
す
る
今
、

社
会
保
障
は

「自
助
」
「公
助
」
「共
助
」

の
役
割
と
範
囲
を
改
め
て
見
直
す
必
要
が

あ
る
が
、
そ
の
際
に
重
要
な
の
は
公
平
性

の
視
点
で
あ
る
。
た
と
え
ば
医
療
保
険
の

窓
口
負
担
や
介
護
保
険
の
利
用
者
負
担
な

ど
の
本
人
負
担
に
つ
い
て
は
、
高
齢
者
に

お
い
て
も
負
担
能
力
に
応
じ
る
こ
と
を
原

則
と
す
る
必
要
が
あ
る
。

①
年
金
に
つ
い
て
は
、
「マ
ク
ロ
経
済
る
フ
イ

ド
の
厳
格
対
応
」、
「支
給
開
始
年
齢
の

引
き
上
げ
」
、
「高
所
得
高
齢
者
の
基
礎

年
金
国
庫
負
担
相
当
分
の
年
金
給
付
削

減
」
等
、
抜
本
的
な
施
策
を
実
施
す
る
。

②
医
療
は
産
業
政
策
的
に
成
長
分
野
と
位

9月 6日の全法連税制委員会では 活発な.寸論かドリ広ιゲられた
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置
付
け
、
大
胆
な
規
制
改
革
を
行
う
必

要
が
あ
る
。
給
付
の
急
増
を
抑
制
す
る

た
め
に
診
療
報
酬

（本
体
）
体
系
を
見

直
す
と
と
も
に
、
政
府
目
標
で
あ
る

ジ
ェ
ネ
リ
ッ
ク
の
普
及
率
８０
％
以
上
も

早
期
に
達
成
す
る
。

０
介
護
保
険
に
つ
い
て
は
、
制
度
の
持
続

性
を
高
め
る
た
め
に
真
に
介
譲
が
必
要

な
者
と
そ
う
で
な
い
者
と
に
メ
リ
ハ
リ

を
つ
け
、
給
付
及
び
負
担
の
あ
り
方
を

見
直
す
。

０
生
活
保
護
に
つ
い
て
は
、
給
付
水
準
の

あ
り
方
な
ど
を
見
直
す
と
と
も
に
、
不

正
受
給
の
防
止
な
ど
さ
ら
な
る
厳
格
な

運
用
が
不
可
欠
で
あ
る
。

０
少
子
化
対
策
で
は
、
現
金
給
付
よ
り
保

育
所
や
学
童
保
育
等
を
整
備
す
る
な
ど

の
現
物
給
付
に
重
点
を
置
く
べ
き
で
あ

る
。
そ
の
際
、
企
業
も
積
極
的
に
子
育

て
支
援
に
関
与
で
き
る
よ
う
、
企
業
主

導
型
保
育
事
業
の
さ
ら
な
る
活
用
に
向

け
て
検
討
す
る
。

ま
た
、
子
ど
も
　
子
育
て
支
援
等
の
取

り
組
み
を
着
実
に
推
進
す
る
た
め
に
は

安
定
財
源
を
確
保
す
る
必
要
が
あ
る
。

０
企
業
へ
の
過
度
な
保
険
料
負
担
を
抑
え
、

経
済
成
長
を
阻
害
し
な
い
よ
う
な
社
会

保
障
制
度
の
確
立
が
求
め
ら
れ
る
。

３
．
行
政
改
革
の
徹
底

●
今
般
の
消
費
税
率
引
き
上
げ
は
国
民
に

痛
み
を
求
め
る
も
の
で
あ
り
、
そ
の
前
提

と
し
て

「行
革
の
徹
底
」
が
不
可
欠
で

あ
つ
た
こ
と
を
想
起
せ
ね
ば
な
ら
な
い
。

地
方
を
含
め
た
政
府
　
議
会
が

「ま
ず
陳

よ
り
始
め
よ
」
の
精
神
に
基
づ
き
自
ら
身

を
削
る
の
で
あ
る
。

ｍ
国
　
地
方
に
お
け
る
議
員
定
数
の
大
胆

な
削
減
と
歳
費
の
抑
制
。

②
厳
し
い
財
政
状
況
を
踏
ま
え
、
国
　
地

方
公
務
員
の
人
員
削
減
と
、
能
力
を
重

視
し
た
賃
金
体
系
に
よ
る
人
件
費
の
抑

制
。

０
特
別
会
計
と
独
立
行
政
法
人
の
無
駄
の

削
減
。

０
積
極
的
な
民
間
活
力
導
入
を
行
い
成
長

に
つ
な
げ
る
。

４
．
消
費
税
引
き
上
げ
に
伴
う
対
応
措
置

●
本
年
１０
月
か
ら
導
入
さ
れ
る
軽
減
税
率

制
度
は
事
業
者
の
事
務
負
担
が
大
き
い
う

え
、
税
制
の
簡
素
化
、
税
務
執
行
コ
ス
ト

お
よ
び
税
収
確
保
な
ど
の
観
点
か
ら
問
題

が
多
い
。
こ
の
た
め
、
か
ね
て
か
ら
税
率

１０
％
程
度
ま
で
は
単

一
税
率
が
望
ま
し
く
、

低
所
得
者
対
策
は

「簡
素
な
給
付
措
置
」

の
見
直
し
で
対
応
す
る
の
が
適
当
で
あ
る

こ
と
を
指
摘
し
て
き
た
。
軽
減
税
率
制
度

導
入
後
は
、
国
民
や
事
業
者
へ
の
影
響
、

低
所
得
者
対
策
の
効
果
等
を
検
証
し
、
間

題
が
あ
れ
ば
同
制
度
の
是
非
を
含
め
て
見

直
し
が
必
要
で
あ
る
。

０
現
在
施
行
さ
れ
て
い
る

「消
費
税
転
嫁

対
策
特
別
措
置
法
」
の
効
果
等
を
検
証

し
、
中
小
企
業
が
適
正
に
価
格
転
嫁
で

き
る
よ
う
、
さ
ら
に
実
効
性
の
高
い
対

策
を
と
る
べ
き
で
あ
る
。

②
消
費
税
の
滞
納
防
止
は
税
率
の
引
き
上

げ
に
伴
っ
て
よ
り
重
要
な
課
題
と
な
る
。

消
費
税
の
制
度
、
執
行
面
に
お
い
て
さ

ら
な
る
対
策
を
講
じ
る
必
要
が
あ
る
。

０
シ
ス
テ
ム
改
修
や
従
業
員
教
育
な
ど
、

事
務
負
担
が
増
大
す
る
中
小
企
業
に
対

し
て
特
段
の
配
慮
が
求
め
ら
れ
る
。

５
．
マ
イ
ナ
ン
パ
ー
制
度
に
つ
い
て

０
マ
イ
ナ
ン
パ
ー
制
度
は
す
で
に
運
用
段

階
に
入
っ
て
い
る
が
、
依
然
と
し
て
マ
イ

ナ
ン
パ
ー
カ
ー
ド
の
普
及
率
が
低
い
な
ど
、

国
民
や
事
業
者
が
正
し
く
制
度
を
理
解
し

て
い
る
と
は
言
い
難
い
。
政
府
は
引
き
続

き
、
制
度
の
意
義
等
の
周
知
に
努
め
、
そ

の
定
着
に
向
け
本
腰
を
入
れ
て
取
り
組
ん

で
い
く
必
要
が
あ
る
。

６
．
今
後
の
税
制
改
革
の
あ
り
方

Ⅱ
一
経
済
活
性
化
と
中
小
企
業
対
策

１

法
人
実
効
税
率
に
つ
い
て

●

″先
進
国

ク
ラ
ブ
″
と
称

さ
れ
る

Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ

（経
済
協
力
開
発
機
構
）
加
盟

国
の
法
人
実
効
税
率
平
均
は
２５
％
、
ア
ジ

ア
主
要
１０
カ
国
の
平
均
は
２２
％
と
な
っ
て

い
る
。
米
国
も
ト
ラ
ン
プ
税
制
改
革
で
我

が
国
水
準
以
下
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
。

●
Ｅ
Ｕ
内
で
は

一
部
に
引
き
下
げ
行
き
過

ぎ
諭
も
出
て
い
る
が
、
我
が
国
の
水
準
が

比
較
的
高

い
と
い
う
現
実
に
変
わ
り
は
な

い
。
国
際
競
争
力
強
化
な
ど
の
観
点
か
ら
、

今
般
の
法
人
実
効
税
率
引
き
下
げ
の
効
果

等
を
確
認
し
つ
つ
、
さ
ら
な
る
引
き
下
げ

も
視
野
に
入
れ
る
必
要
が
あ
ろ
う
。

２

中
小
企
業
の
活
性
化
に
資
す
る

税
制
措
置

０

中
小
法
人
に
適
用
さ
れ
る
弩
減
税
率

の
特
例
１５
％
を
本
則
化
す
べ
き
で
あ
る
。

ま
た
、
昭
和
５６
年
以
来
、
８
０
０
万
円

以
下
に
据
え
置
か
れ
て
い
る
軽
減
税
率

の
適
用
所
得
金
額
を
、
少
な
く
と
も

１
６
０
０
万
円
程
度
に
引
き
上
げ
る
。

い
租
税
特
別
措
置
に

つ
い
て
は
、
公
平

性
　
簡
素
化
の
観
点
か
ら
、
政
策
目
的

を
達
し
た
も
の
や
適
用
件
数
の
少
な
い

も
の
は
廃
上
を
合
め
て
整
理
合
理
化
を

行
う
必
要
は
あ
る
が
、
中
小
企
業
の
技

術
革
新
な
ど
経
済
活
性
化
に
資
す
る
措

置
は
、
以
下
の
と
お
り
制
度
を
拡
充
し

た
う
え
て
本
則
化
す
べ
き
で
あ
る
。

①
中
小
企
業
投
資
促
進
税
制
に
つ
い
て

は
、
対
象
設
備
を
拡
充
し
た
う
え
、
「
中

古
設
備
」
を
含
め
る
。

②
少
額
減
価
償
却
資
産
の
取
得
価
額
の

損
金
算
人
の
特
例
措
置
に
つ
い
て
は
、
損

金
算
入
額
の
上
限

（合
計
３
０
０
万
円
）

を
撤
廃
し
全
額
を
損
金
算
入
と
す
る
。

な
お
、
そ
れ
が
直
ち
に
困
難
な
場
合
は
、

「
い
＞
弓
Ｃ
”
国

′
卿
、「
日
の
日
ヒヽ
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令
和
２
年
３
月
末
日
ま
で
と
な
っ
て
い

る
特
例
措
置
の
適
用
期
限
を
延
長
す
る
。

０
中
小
企
業
経
営
強
化
税
制

（中
小
企
業

等
経
営
強
化
法
）
や
、
中
小
企
業
が
取

得
す
る
償
却
資
産
に
係
る
固
定
資
産
税

の
特
例

（生
産
性
向
上
特
別
措
置
法
）

等
を
適
用
す
る
に
当
た
っ
て
は
、
手
続

き
を
簡
素
化
す
る
と
と
も
に
、
事
業
年

度
末

（賦
課
期
日
）
が
迫
っ
た
申
請
や

認
定
に
つ
い
て
弾
力
的
に
対
処
す
る
。

３
．
事
業
承
継
税
制
の
拡
充

●
我
が
国
企
業
の
大
半
を
占
め
る
中
小
企

業
は
、
地
域
経
済
の
活
性
化
や
雇
用
の
確

保
な
ど
に
大
き
く
貢
献
し
て
い
る
。
そ
の

中
小
企
業
が
相
続
税
の
負
担
等
に
よ
っ
て

事
業
が
承
継
で
き
な
く
な
れ
ば
、
経
済
社

会
の
根
幹
が
揺
ら
ぐ
こ
と
に
な
る
。
平
成

３０
年
度
の
税
制
改
正
で
は
比
較
的
大
き
な

見
直
し
が
行
わ
れ
た
が
、
さ
ら
な
る
抜
本

的
な
対
応
が
必
要
と
考
え
る
。

①
事
業
用
資
産
を

一
般
資
産
と
切
り
離
し

た
本
格
的
な
事
業
承
継
税
制
の
創
設

我
が
国
の
納
税
猶
予
制
度
は
、
欧
州
主

要
国
と
比
較
す
る
と
限
定
的
な
措
置
に

と
ど
ま
っ
て
お
り
、
欧
州
並
み
の
本
格

的
な
事
業
承
継
税
制
が
必
要
で
あ
る
。

と
く
に
、
事
業
に
資
す
る
相
続
に
つ
い

て
は
、
事
業
従
事
を
条
件
と
し
て
他
の

一
般
財
産
と
切
り
離
し
、
非
上
場
株
式

を
含
め
て
事
業
用
資
産
へ
の
課
税
を
軽

減
あ
る
い
は
免
除
す
る
制
度
の
創
設
が

『
国
＞
哺
Ｃ
”
国

´
”
、「
穴
〓
」
Ｅ

求
め
ら
れ
る
。

②
相
続
税
、
贈
与
税
の
納
税
猶
予
制
度
の

充
実
平
成
∞
年
度
税
制
改
正
で
は
、
中
小
企

業
の
代
替
わ
り
を
促
進
す
る
た
め
、
１０

年
間
の
特
例
措
置
と
し
て
同
制
度
の
拡

充
が
行
わ
れ
た
こ
と
は
評
価
で
き
る
が
、

事
業
承
継
が
よ
り
円
滑
に
実
施
で
き
る

よ
う
以
下
の
措
置
を
求
め
る
。

①
猶
予
制
度
で
は
な
く
免
除
制
度
に
改

め
る
と
と
も
に
、
平
成
２９
年
以
前
の
制

度
適
用
者
に
対
し
て
も
適
用
要
件
を
緩

和
す
る
な
ど
配
慮
す
べ
き
で
あ
る
。

②
国
は
円
滑
な
事
業
承
継
が
図
ら
れ
る

よ
う
、
経
営
者
に
向
け
た
制
度
周
知
に

努
め
る
必
要
が
あ
る
。
な
お
、
特
例
制

度
を
適
用
す
る
た
め
に
は
、
令
和
５
年

３
月
末
日
ま
で
に

「特
例
承
継
計
画
」

を
提
出
す
る
必
要
が
あ
る
が
、
こ
の
制

度
を
踏
ま
え
て
こ
れ
か
ら
事
業
承
継
の

検
討

（後
継
者
の
選
任
等
）
を
始
め
る

企
業
に
と

っ
て
は
時
間
的
な
余
裕
が
な

い
こ
と
等
が
懸
念
さ
れ
る
。
こ
の
た
め
、

計
画
書
の
提
出
期
限
に
つ
い
て
配
慮
す

べ
き
で
あ
る
。

Ⅲ
・地
方
の
あ
り
方

●
国
と
地
方
の
役
割
分
担
を
見
直
し
、
財

政
や
行
政
の
効
率
化
を
図
る
地
方
分
権
化

は
地
方
活
性
化
の
上
で
も
重
要
で
あ
る
。

そ
の
際
に
は
地
方
の
自
立

・
自
助
の
理
念

が
不
可
欠
で
あ
る
。
地
方
創
生
戦
略
を
推

進
す
る
う
え
で
も
こ
の
理
念
は
極
め
て
重

要
に
な
ろ
う
。

０
「
ふ
る
さ
と
納
税
制
度
」
の
返
礼
品
ア

ピ
ー
ル
競
争
を
み
て
い
る
と
、
あ
ま
り
に

安
易
で
地
方
活
性
化
に
正
面
か
ら
取
り
組

も
う
と
し
て
い
る
の
か
疑
間
を
呈
さ
ぎ
る

を
得
な
い
。
住
民
税
は
本
来
、
居
住
自
治

体
の
会
費
で
あ
り
、
他
の
自
治
体
に
納
税

す
る
こ
と
は
地
方
税
の
原
則
に
そ
ぐ
わ
な

い
と
の
析
摘
も
あ
る
。
納
税
先
を
納
税
者

の
出
身
自
治
体
に
限
定
す
る
な
ど
、
さ
ら

な
る
見
直
し
が
必
要
で
あ
る
。

●
地
方
交
付
税
制
度
は
国
が
地
方
の
不
足

財
源
を
手
厚
く
保
障
す
る
機
能
を
有
し
て

お
り
、
そ
れ
が
地
方
の
財
政
規
律
を
歪
め

て
い
る
と
し
て
改
革
が
求
め
ら
れ
て
き
た
。

地
方
は
国
に
頼
る
だ
け
で
な
く
、
自
ら
の

責
任
で
行
財
政
改
革
を
進
め
地
方
活
性
化

策
を
企
画
　
立
案
し
実
行
し
て
い
か
ね
ば

な
ら
な
い
。

０
地
方
創
生
で
は
、
さ
ら
な
る
税
制
上
の

施
策
に
よ
る
本
社
機
能
移
転
の
促
進
、

地
元
の
特
性
に
根
差
し
た
技
術
の
活
用
、

地
元
大
学
と
の
連
携
な
ど
に
よ
る
技
術

集
積
づ
く
り
や
人
材
育
成
等
、
実
効
性

の
あ
る
改
革
を
大
胆
に
行
う
必
要
が
あ

る
。
ま
た
、
中
小
企
業
の
事
業
承
継
の

問
題
は
地
方
創
生
戦
略
と
の
関
係
か
ら

も
重
要
で
あ
り
、
集
中
的
に
取
り
組
む

必
要
が
あ
る
。

②
広
域
行
政
に
よ
る
効
率
化
に
つ
い
て
検

討
す
べ
き
で
あ
る
。
基
礎
自
治
体

（人

口
３０
万
人
程
度
）
の
拡
充
を
図
る
た
め
、

さ
ら
な
る
市
町
村
合
併
を
推
進
し
、
合

併
メ
リ
ッ
ト
を
追
求
す
る
必
要
が
あ
る
。

０
国
に
比
べ
て
身
近
で
小
規
模
な
事
業
が

多
い
地
方
の
行
財
政
改
革
に
は
、
「事
業

仕
分
け
」
の
よ
う
な
民
間
の
チ
ェ
ッ
ク
機

能
を
活
か
し
た
手
法
が
有
効
で
あ
り
、

各
自
治
体
で
広
く
導
入
す
べ
き
で
あ
る
。

０
地
方
公
務
員
給
与
は
近
年
、
国
家
公
務

員
給
与
と
比
べ
た
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
指
数

（全
国
平
均
ベ
ー
ス
）
が
改
善
せ
ず
に
高

止
ま
り
し
て
お
り
、
適
正
な
水
準
に
是

正
す
る
必
要
が
あ
る
。
そ
の
た
め
に
は

国
家
公
務
員
に
準
拠
す
る
だ
け
で
な
く
、

地
域
の
民
間
企
業
の
実
態
に
準
拠
し
た

給
与
体
系
に
見
直
す
こ
と
が
重
要
で
あ

，
０

。

り
地
方
議
会
は
、
議
会
の
あ
り
方
を
見
直

し
、
大
胆
に
ス
リ
ム
化
す
る
と
と
も
に
、

よ
り
納
税
者
の
視
点
に
立

っ
て
行
政
に

対
す
る
チ
ェ
ッ
ク
機
能
を
果
た
す
べ
き

で
あ
る
。
ま
た
、
高
す
ぎ
る
議
員
報
酬

の

一
層
の
削
減
と
政
務
活
動
費
の
適
正

化
を
求
め
る
。
行
政
委
員
会
委
員
の
報

酬
に
つ
い
て
も
日
当
制
を
広
く
導
入
す

る
な
ど
見
直
す
べ
き
で
あ
る
。

Ⅳ
一震
災
復
興
等

●
東
日
本
人
震
災
か
ら
の
復
興
に
向
け
て

復
興
期
間
の
後
期
で
あ
る

「復
興
　
創
生

/lil:/t, 2ote t\ 8



期
間

（平
成
郎
年
度
～
令
和
２
年
度
と

も
４
年
目
に
入
っ
て
い
る
が
、
被
災
地
の

復
興
、
産
業
の
再
生
は
い
ま
だ
道
半
ば
で

あ
る
。
今
後
の
復
興
事
業
に
当
た
っ
て
は

こ
れ
ま
で
の
効
果
を
十
分
に
検
証
し
、
予

算
を
適
正
か
つ
迅
速
に
執
行
す
る
と
と
も

に
、
原
発
事
故
へ
の
対
応
を
含
め
て
引
き

続
き
、
適
切
な
支
援
を
行
う
必
要
が
あ
る
。

ま
た
、
技
災
地
に
お
け
る
企
業
の
定
着
、

雇
用
確
保
を
図
る
観
点
な
ど
か
ら
、
実
効

性
の
あ
る
措
置
を
講
じ
る
よ
う
求
め
る
。

●
近
年
、
熊
本
地
震
を
は
じ
め
地
震
や
台

風
な
ど
に
よ
る
大
規
模
な
自
然
災
害
が
相

次
い
で
発
生
し
て
い
る
が
、
東
日
本
大
震

災
の
対
応
な
ど
を
踏
ま
え
、
通
切
な
支
援

と
実
効
性
の
あ
る
措
置
を
講
し
、
被
災
地

の
確
実
な
復
旧
　
復
興
等
に
向
け
て
取
り

組
ま
ね
ば
な
ら
な
い
。

●
近
年
、
自
然
災
書
に
よ
り
甚
大
な
被
害

が
発
生
し
て
い
る
こ
と
を
踏
ま
え
、
震
災

特
例
法
と
同
じ
く
、
災
事
■
に
係
る
雑
損

失
の
繰
越
控
除
期
間
を
５
年

（現
行
３

年
）
に
延
長
す
る
こ
と
，

Ｖ

一
そ
の
他

１

納
税
環
境
の
整
備

２
．
租
税
教
育
の
充
実

〈税
目
別
の
具
体
的
課
題
一

法
人
税
関
係

１

役
員
給
与
の
損
金
算
入
の
拡
充

ω
役
員
給
与
は
原
則
損
金
算
入
と
す
べ
き

０
同
族
会
社
も
業
績
運
動
給
与
の
損
金
算

入
を
認
め
る
べ
き

２

支
際
費
課
税
の
適
用
期
限
延
長

３

公
益
法
人
課
税

各
種
控
除
は
、
社
会
構
造
変
化
に
対
応

し
て
合
理
的
な
も
の
に
見
直
す
必
要
が

あ
る
。
と
く
に
、
人
的
控
除
に
つ
い
て

は
累
次
の
改
正
の
影
響
を
見
極
め
な
が

ら
、
適
正
化
を
図
る
べ
き
で
あ
る
。

０
個
人
住
民
税
の
均
等
割

地
方
税
で
あ
る
個
人
住
民
税
の
均
等
割

に
つ
い
て
も
、
応
益
負
担
原
則
の
観
点

か
ら
適
正
水
準
と
す
べ
き
で
あ
る
。

２

少
子
化
対
策

相
続
税
・贈
与
税
関
係

１

相
続
税
の
負
担
率
は
す
で
に
先
進
主

要
国
並
み
で
あ
る
こ
と
か
ら
、
こ
れ
以
上

の
課
税
強
化
は
行
う
べ
き
で
は
な
い
。

２

贈
与
税
は
経
済
の
活
性
化
に
資
す
る

よ
う
見
直
す
べ
き
で
あ
る
。

出
贈
与
税
の
基
礎
控
除
を
引
き
上
げ
る
。

い
相
続
時
精
算
課
税
制
度
の
特
別
控
除
額

（２
５
０
０
万
円
）
を
引
き
上
げ
る
。

地
方
税
関
係

１

固
定
資
産
税
の
抜
本
的
見
直
し

０
商
業
地
等
の
宅
地
を
評
価
す
る
に
当

た
っ
て
は
、
よ
り
収
益
性
を
考
慮
し
た

評
価
に
見
直
す
。

②
家
屋
の
評
価
は
、
経
過
年
数
に
応
じ
た

評
価
方
法
に
見
直
す
。

０
償
却
資
産
に
つ
い
て
は
、
納
税
者
の
事

務
負
担
軽
減
の
観
点
か
ら
、
「少
額
資

産
」
の
範
囲
を
国
税
の
中
小
企
業
の
少

額
減
価
償
却
資
産

（∞
万
円
）
に
ま
で

拡
大
す
る
と
と
も
に
、
賦
課
期
日
を
各

法
人
の
事
業
年
度
末
と
す
る
こ
と
。
ま

た
、
将
来
的
に
は
廃
上
も
検
討
す
べ
き

で
あ
る
。

０
固
定
資
産
税
の
免
税
点
に
つ
い
て
は
、

平
成
３
年
以
降
改
定
が
な
く
据
え
置
か

れ
て
い
る
た
め
、
大
幅
に
引
き
上
げ
る
。

０
国
土
交
通
省
、
総
務
省
、
国
税
庁
が
そ

れ
ぞ
れ
の
日
的
に
応
じ
て
土
地
の
評
価

を
行

っ
て
い
る
が
、
行
政
の
効
率
化
の

観
点
か
ら
評
価
体
制
は

一
元
化
す
べ
き

で
あ
る
。

２

事
業
所
税
の
廃
止

事
業
所
税
は
固
定
資
産
税
と
二
重
課
税

的
な
性
格
を
有
す
る
こ
と
か
ら
廃
止
す
べ

き
で
あ
る
。

３

超
過
課
税

住
民
税
の
超
過
課
税
は
、
個
人
で
は
な

く
主
に
法
人
を
課
税
対
象
と
し
て
い
る
う

え
、
長
期
間
に
わ
た

っ
て
課
税
を
実
施
し

て
い
る
自
治
体
も
多

い
。
課
税
の
公
平
を

欠
く
安
易
な
課
税
は
行
う
べ
き
で
な
い
。

４

法
定
外
目
的
税

法
定
外
目
的
税
は
、
税
の
公
平
性

・
中

立
性
に
反
す
る
こ
と
の
な
い
よ
う
配
慮
す

る
と
と
も
に
、
税
収
確
保
の
た
め
に
法
人

企
業
に
対
し
て
安
易
な
課
税
は
行
う
べ
き

で
は
な
い
。

そ
の
他

１

配
当
に
対
す
る
二
重
課
税
の
見
直
し

２

電
子
申
告

令和2年度税刹改正スローガン

・ 経済の再生と財政健全化を目指し、

歳出・餞人の一体的改革を:

・適正な負担と給付の重点化・効率化で、

所
得
税
関
係

１

所
得
税
の
あ
り
方

０
基
幹
税
と
し
て
の
財
源
調
達
機
能
の
回

復基
幹
税
と
し
て
の
財
源
調
達
機
能
を
回

復
す
る
た
め
に
も
、
所
得
税
は
国
民
が

能
力
に
応
じ
て
通
正
に
負
担
す
べ
き
で

あ

る
。

②
各
種
控
除
制
度
の
見
直
し

持続可能な社会保障制度の確立を!

。中小企業は日本経済の礎.

活力向上のための税制措置拡充を1

・ 中J企業にとつて事業承継は重要な課題。

本格的な事業承継税制の創設を1
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